


資料５





国保の広域化に向けた取組みと国の動向等について　








要　望　内　容　（概要）





１　市町村国保を都道府県単位に一元化し、都道府県が保険者になり、市町村との適切な役割分担のもと、国保の運営を担う制度となるよう早急に法改正すること。





２　市町村国保を都道府県単位へ速やかに一元化するため、高齢者医療にとどまらず、全年齢を対象とした都道府県単位化を図る制度とすること。





３　国保の安定的かつ持続的な運営が可能となるよう、将来の医療費推計を見極めた上で、国庫負担割合を引き上げるなど国の責任を明確に示すこと。





４　全年齢を対象とした国保の都道府県単位化に当たっては、現在の国保の累積赤字の処理を円滑に行えるよう必要な措置を講ずること。





■　平成22年5月　前知事と市町村長との意見交換会


「保険料は下がるところもあれば上がるところもある。」「府は財政負担をすることは考えていない」ことを前提に、国保の「府内統一保険料」を目指すことで合意、「大阪府国民健康保険広域化検討委員会」を設置。


■　平成22年10月　府・市町村共同で国に対し要望書提出


検討会での議論を踏まえ、府が保険者となり、府と市町村の適切な役割分担のもと国保を運営できるよう、国に対し、共同で法改正を要望





①都道府県が保険者になり、市町村との適切な


役割分担のもと、国保の運営を担う制度





 (後期高齢者医療制度を廃止、国保に一本化するが高齢者部分のみ先行して


都道府県単位の運営とすることに対し)


②市町村国保を速やかに一元化する観点から


全年齢を対象とし都道府県単位化





③財政上の国の責任の明確化


④累積赤字解消に向けた必要な措置





・都道府県と市町村の適切な役割分担のもと、保険者を「市町村から都道府県に


移行」することを明記


・しかしながら、「保険料の賦課について市町村が実施することが適切」との記載もあり、府・市町村が目指す「府内保険料統一」が図られる仕組みが盛り込まれるかどうかは不透明





・後期高齢者医療制度は「廃止」から「制度継続」に方針転換


現行の国保制度のみの都道府県化となる見込み。





・国保への財政支援拡充方針は盛り込まれたものの、財源確保の方策や累積赤字の解消策については明確にされず。





平成25年8月　社会保障制度改革国民会議報告書





医療保険制度について、国民皆保険制度の維持の必要性から、最終的な支え手である国民健康保険の財政基盤安定化が優先課題


現在の市町村国保の赤字の原因や運営上の課題を現場の実態を踏まえ分析した上で、国保が抱える財政的な構造問題や保険者のあり方に関する課題を解決していかなければならない。





・財政問題の解決を前提に、次期医療計画策定(H30)前に保険者を都道府県に移行


・（ただし）保険料の賦課徴収・保健事業など市町村が引き続き実施することが適切な業務が存在


・都道府県と市町村の適切な役割分担を行い、保険料収納や医療費適正化へのインセンティブを損なわない分権的な仕組みを目指す。








・国保への財政支援拡充措置と併せ、低所得者に対する保険料軽減措置の拡充を図る。


・財政の構造問題解決に向けた財源は、


後期高齢者支援金に対する負担方法を全面報酬割にすることにより生じる財源をも考慮





・後期高齢者医療制度は創設から５年が経過し十分定着。


・現行制度を基本としながら必要な改善を行っていくことが適当





国保に関する記載内容（概要）





「Ｈ２２　府・市町村共同要望」の内容と「国民会議報告書」との比較








